2025年に目指すべき社会の姿－「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討― by 科学技術動向センター & 科学技術動向研究センター
科 学 技 術 動 向　2007年 7月号



























































Science & Technology Trends   July  2007 33
連　載
                                                         分野 5：闊達たる人生―職業選択、子育て、シニアライフの多様化―
                                                     分野 6：地球規模の環境問題の克服と世界との共生
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るようになっている。
　また、日本でも急激な都市化や
人口移動に伴って水環境や水辺景
観の悪化、水災害リスクの増大が
生じ、いまだその対策の途上にあ
る。国内および国際的な課題解決
へ向けて、水処理技術のみならず、
技術を適用・運用する水マネージ
メント技術についても我が国がリ
ーダーシップを発揮し、積極的に
世界の水問題解決に貢献しようと
努めている。こういった取り組み
は、企業にも市民にも一般化され
ている。
⑤世界における日本のプレゼンス
　の向上
　日本の環境性能、環境経営、環
境文化が世界から高く評価され、
日本で成功したモデルがアジアの
みならず、世界にも広く普及して、
グローバルな環境情報ネットワー
クとともに拡大し、世界中で環境
経済改革の推進に対する日本の
貢献が求められる。これまで技
術的には高いレベルにありなが
ら、世界の環境ビジネスでは限
界のあった日本の企業競争力は、
環境情報プラットフォームの構
築、環境経済の実践、戦略目標の
達成というプロセスを通じて世界
トップレベルに向上し、日本の環
境教育で育成された優秀な人材が
世界の様々な場所で活躍するよう
になる。同時に、アジアの若者が
日本の大学などで環境について学
び、帰国してから母国の環境経済
を改革していく姿も見られるよう
になる。
２‐３
生活者の視点から見た
変化の例
　２‐２で述べたような社会を実
現することで地球温暖化・エネル
ギー・水・食料問題の回避、軽減
あるいは先延ばしを図ることがで
きる。図表５にCO2排出量半減社
会の実現、健全な水循環社会の実
現、そして環境情報の可視化を通
して期待される将来像の例を示す。
図表５　分野６（地球規模の環境問題への取り組みと世界との共生）で出された将来像の例
持続可能な循環型社会の実現と地球規模の環境問題解決に向けて
CO2排出量半減社会の実現
環境情報の可視化 ～環境経済の成立に向けて～
健全な水循環社会の実現
◆気候変動や異常気象のメカニズムの解明が進む。
◆地球観測衛星のセンサの高度化により、CO2の国別吸排出量、
農産物の育成環境などのリアルタイム情報が入手できる。
◆エアコンや給湯器などにヒートポンプが利用され、省エネル
ギーに貢献し、世界に普及する。
◆CO2の分離、隔離、貯留などの技術が世界に普及する。
◆風力発電や太陽光発電を電池で蓄電し、マイクログリッドに
よってエネルギーを供給するシステムがモデルとなり普及する。
◆大気中にCO2を排出せずに石炭やバイオマス、廃棄物のガス
化によって、発電や合成燃料の製造が行われる。
◆水素製造に活用される比較的小型の原子炉システムが開発さ
れ、実用に供される。
◆廃棄物から効率よく資源およびエネルギーを回収し、再利用
できるリサイクル技術が普及する。
◆自然生態系の保全・再生において阻害原因となる外来種の制
御技術が普及する。
◆日本の水処理技術が途上国にも普及し、観光客も安心して
水道水を飲用できる。
◆逆浸透膜などの水処理技術によって地域単位で水が経済的
に循環利用される。
◆都市型洪水や降雨による土砂災害等の被害を軽減できる。
◆流域水総合管理技術により、身近な河川で泳げるような水
質や水量が確保される。
◆砂漠緑化技術で植生が再生される。
◆節水農業技術が世界に普及する。
◆植物と微生物を利用した土壌、地下水、大気の汚染修復技
術が実用化し、世界に普及する。
◆消費者は、商品に表示された環境負荷情報によって環境への負荷の少ない商品を選択することができ、さらに電子タグによ
って商品の製造に関わる情報を得ることができる。
◆市民の住む地域におけるNOxやCO2ガス排出濃度などの情報がリアルタイムで提供され、市民は環境を身近に考え、自然保
護や環境保全について積極的に行動するようになる。
◆自己の行動が環境に与える負荷が簡単かつ定量的に分かるシステムができ、市民はそのシステムから得られた情報に基づい
て消費行動を行うようになる。例えば、こうした情報に基づき、エアコンなどの家電製品を買い換える方が良いか、そのま
ま使い続ける方が良いかの選択を行うようになる。
◆製品のライフサイクルアセスメントが普及するとともに、製造から廃棄まで責任をもって管理するビジネス形態が一般化し、
環境に配慮した企業が市場で正当に評価される。
◆可視化された環境情報が地域ネットワークと連携し、子供や住民の環境教育に活用され、世界にも普及する。
